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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第21期

第２四半期
連結累計期間

第22期
第２四半期
連結累計期間

第21期

会計期間
自 平成28年10月１日
至 平成29年３月31日

自 平成29年10月１日
至 平成30年３月31日

自 平成28年10月１日
至 平成29年９月30日

売上高 (千円) 6,213,459 5,907,605 12,396,768

経常利益 (千円) 399,361 730,421 952,893

親会社株主に帰属する

四半期（当期）純利益
(千円) 555,602 564,320 886,382

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 404,487 589,577 1,006,251

純資産額 (千円) 5,080,697 5,609,467 5,373,901

総資産額 (千円) 12,464,842 13,556,029 13,220,694

１株当たり四半期（当期）純利益金額 (円) 16.82 17.97 27.30

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
(円) － 17.94 －

自己資本比率 (％) 40.8 41.4 40.6

営業活動による

キャッシュ・フロー
(千円) 377,077 1,108,435 1,670,818

投資活動による

キャッシュ・フロー
(千円) △110,066 △358,185 △1,544,466

財務活動による

キャッシュ・フロー
(千円) △933,084 △1,035,990 △1,268,042

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
(千円) 6,832,349 6,070,992 6,356,732

 

回次
第21期

第２四半期
連結会計期間

第22期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成29年１月１日
至 平成29年３月31日

自 平成30年１月１日
至 平成30年３月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 8.82 9.03

（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　第21期第２四半期連結累計期間及び第21期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額について

は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社、子会社２社により構成されており、駆けつけ事業、会員事

業、少額短期保険事業及びリペア事業を主たる事業として行っております。

当第２四半期連結累計期間において、各セグメントに係る主な事業内容について、重要な変更はありません。ま

た、主要な関係会社における異動もありません。

なお、第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４　経理の状況　

１　四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、海外で地政学的リスクが顕著化するなか、緩やかな回復基調

が続いております。

このような状況の下、当社グループは「困っている人を助ける！」という経営理念に基づき、「ありがとう」と

言っていただける、安心・快適なサービスを提供することで、既存事業の強化と新たな成長基盤の確立に取り組ん

でまいりました。

当第２四半期連結累計期間における当社グループの業績は、売上高は5,907,605千円（前年同期比4.9％減）、営

業利益は651,764千円（前年同期比71.8％増）、経常利益は730,421千円（前年同期比82.9％増）となり、親会社株

主に帰属する四半期純利益は564,320千円（前年同期比1.6％増）となりました。

なお、当第２四半期連結累計期間における作業件数はガラス関連サービス４千件、水まわり関連サービス19千

件、カギの交換関連サービス21千件及びパソコン関連サービス４千件であります。

各セグメントの業績は、次のとおりであります。なお、第１四半期連結会計期間より、報告セグメントとして記

載する事業セグメントを変更しており、当第２四半期連結累計期間の比較・分析は、変更後の区分に基づいており

ます。

①　駆けつけ事業

当第２四半期連結累計期間における当事業の売上高は、895,303千円（前年同期比43.4％減）となり、営業利

益は74,119千円（前年同期比100.3％増）となりました。

なお、第１四半期連結会計期間より売上高及び売上原価の計上方法を変更しております。

詳細は、「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項（追加情報）」に記載のとおりでありま

す。

②　会員事業

当第２四半期連結累計期間における当事業の売上高は、3,039,607千円（前年同期比9.8％増）となり、営業利

益は671,722千円（前年同期比30.8％増）となりました。

③　少額短期保険事業

当第２四半期連結累計期間における当事業の売上高は、1,773,708千円（前年同期比6.4％増）となり、営業利

益は163,469千円（前年同期比21.5％増）となりました。

④　リペア事業

当第２四半期連結累計期間における当事業の売上高は、232,258千円（前年同期比2.8％減）となり、営業損失

は26,254千円（前年同期は営業損失90,313千円）となりました。
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(2) 財政状態の分析

（流動資産）

当第２四半期連結会計期間末における流動資産の残高は、前連結会計年度末と比べ58,580千円減少し、

8,239,207千円となりました。これは主に、受取手形及び売掛金が149,610千円増加したものの、現金及び預金が

285,739千円減少したことによるものであります。

（固定資産）

当第２四半期連結会計期間末における固定資産の残高は、前連結会計年度末と比べ393,915千円増加し、

5,316,822千円となりました。これは主に、投資有価証券が421,412千円増加したことによるものであります。

（流動負債）

当第２四半期連結会計期間末における流動負債の残高は、前連結会計年度末と比べ146,376千円減少し、

4,091,523千円となりました。これは主に、前受収益が208,115千円、未払法人税等が124,573千円増加したもの

の、１年内返済予定の長期借入金が628,168千円減少したことによるものであります。

（固定負債）

当第２四半期連結会計期間末における固定負債の残高は、前連結会計年度末と比べ246,145千円増加し、

3,855,037千円となりました。これは主に、長期前受収益が221,066千円増加したことによるものであります。

（純資産）

当第２四半期連結会計期間末における純資産の残高は、前連結会計年度末と比べ235,566千円増加し、5,609,467

千円となりました。これは主に、自己株式が167,042千円増加したものの、利益剰余金が375,212千円増加したこと

によるものであります。

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の期末残高は、6,070,992千円

（前年同期比11.1％減）となりました。当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれら

の要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動により獲得した資金は、1,108,435千円（前年同期比194.0％増）となりました。これは主に、税金等調

整前四半期純利益778,630千円の計上や長期前受収益の増加221,066千円があったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動により使用した資金は358,185千円（前年同期比225.4％増）となりました。これは主に、投資有価証券

の売却による収入413,858千円があったものの、投資有価証券の取得による支出767,395千円があったことによるも

のであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動により使用した資金は、1,035,990千円（前年同期比11.0％増）となりました。これは主に、長期借入

金の返済による支出628,168千円や配当金の支払額187,839千円があったことによるものであります。

(4) 経営方針・経営戦略等

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更は

ありません。

(5) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(6) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①　【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 96,000,000

計 96,000,000

 

②　【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成30年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年５月11日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 34,688,000 34,688,000

東京証券取引所

名古屋証券取引所

（各市場第一部）

権利内容に何ら

限定のない、当

社における標準

となる株式であ

り、単元株式数

は100株であり

ます。

計 34,688,000 34,688,000 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成30年５月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行されたものは含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

当第２四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

第５回新株予約権

決議年月日 平成30年２月９日

新株予約権の数 7,000個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 700,000株（注）１

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり796円（注）２

新株予約権の行使期間
平成33年１月１日から

平成37年２月27日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額

発行価格　　796円

資本組入額　398円

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、

当社取締役会の決議による承認を要する。

新株予約権の割当対象者及び割当個数 受託者　丸山みさえ　7,000個　（注）４

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）５
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（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。

なお、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割（当社普通株式の無償割当てを含む。以下同じ。）また

は株式併合を行う場合、次の算式により調整されるものとする。ただし、かかる調整は、本新株予約権のう

ち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的である株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる

１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割（または併合）の比率

また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割または資本金の額の減少を行う場合その他これら

の場合に準じ付与株式数の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、付与株式数は適切に調整されるも

のとする。

 

２．本新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、

調整による１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割（または併合）の比率

また、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行または自己株

式の処分を行う場合（新株予約権の行使に基づく新株の発行及び自己株式の処分並びに株式交換による自己

株式の移転の場合を除く。）、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げ

る。

 
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
新規発行前の１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済株式総数から当社普通株式

にかかる自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合には、「新

規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。

さらに、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、その

他これらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価額の

調整を行うことができるものとする。

 

３．新株予約権の行使の条件に関する事項は次のとおりであります。

(１）本新株予約権の割当を受けた者（以下、「受託者」という。）は、本新株予約権を行使することができず、

受託者より本新株予約権の付与を受けた者（以下、「受益者」または「新株予約権者」という。）のみが本

新株予約権を行使できることとする。

(２）受益者は、平成31年９月期または平成32年９月期の有価証券報告書に記載される連結損益計算書において、

経常利益が19億円を超過した場合に、当該経常利益の水準を最初に充たした期の有価証券報告書の提出日の

翌月１日から本新株予約権を行使することができる。

なお、経常利益の判定において、国際財務報告基準の適用等により参照すべき項目の概念に重要な変更が

あった場合には、別途参照すべき指標を当社取締役会にて定めるものとする。

(３）上記（２）にかかわらず、平成31年９月期または平成32年９月期のいずれかの期における当社が提出する有

価証券報告書における監査済の連結損益計算書に記載される経常利益が12億円を下回った場合には、上記

（２）に基づいて既に行使可能となっている新株予約権を除き、それ以後、本新株予約権は行使できないも

のとする。

(４）受益者は、本新株予約権を行使するときまで継続して、当社または当社の関係会社の取締役または従業員、

当社等と契約関係にある経営課題の解決に資する効果的助言をした顧問・業務提携先の外部協力者であるこ

とを要する。但し、任期満了による退任、定年退職、その他当社取締役会が正当な理由があるものと認めた

場合にはこの限りではない。

(５）受益者が権利行使期間中に死亡した場合、その相続人は本新株予約権を行使することができない。

(６）本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株式数を超過することと

なるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。

(７）各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

 

４．本新株予約権は、丸山みさえを受託者とする信託に割り当てられ、信託期間満了日時点の当社役職員等のう

ち受益者として指定された者に交付されます。
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５．当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）を行う場合において、組織再編行為の効力発生日に新

株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以

下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。ただ

し、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分

割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

(１）交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

(２）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(３）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件を勘案のうえ、上記「新株予約権の目的となる株式の数」に準じて決定する。

(４）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上

記「新株予約権の行使時の払込金額」で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額に、上記

５．(３）に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

(５）新株予約権を行使することができる期間

上記「新株予約権の行使期間」に定める行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、いずれか遅い

日から上記「新株予約権の行使期間」に定める行使期間の末日までとする。

(６）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」に準じて決定する。

(７）譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとする。

(８）その他新株予約権の行使の条件

上記「新株予約権の行使の条件」に準じて決定する。

(９）新株予約権の取得事由及び条件

①当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割についての分割契約もしくは分割計画、

または当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画について株主総会の承認（株主総会の

承認を要しない場合には取締役会決議）がなされた場合は、当社は、当社取締役会が別途定める日の到来

をもって、本新株予約権の全部を無償で取得することができる。

②新株予約権者が権利行使をする前に、上記「新株予約権の行使の条件」に定める規定により本新株予約権

の行使ができなくなった場合は、当社は新株予約権を無償で取得することができる。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

（株）

発行済株式
総 数 残 高

（株）

資 本 金
増 減 額
（千円）

資 本 金
残 高
（千円）

資本準備金
増 減 額
（千円）

資本準備金
残 高
（千円）

平成30年１月１日～

平成30年３月31日
－ 34,688,000 － 780,363 － 823,485
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（６）【大株主の状況】

  平成30年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

榊原　暢宏 名古屋市昭和区 12,293,000 35.43

株式会社光通信 東京都豊島区西池袋１丁目４番10号 3,101,600 8.94

日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８番11号 2,895,300 8.34

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11番３号 1,276,400 3.67

GOLDMAN SACHS INTERNATIONAL

（常任代理人　ゴールドマン・サックス

証券株式会社）

133 FLEET STREET LONDON EC４A 

２BB U. K.

（東京都港区六本木６丁目10番１号）

969,400 2.79

株式会社インフォサービス 東京都豊島区西池袋１丁目４番10号 490,100 1.41

日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社（信託口５）
東京都中央区晴海１丁目８番11号 452,700 1.30

CHASE MANHATTAN BANK GTS CLIENTS 

ACCOUNT ESCROW

（常任代理人　株式会社みずほ銀行決済

営業部）

５TH FLOOR, TRINITY TOWER ９, 

THOMAS MORE STREET LONDON, E１W 

１YT, UNITED KINGDOM

（東京都港区港南２丁目15番１号）

345,452 0.99

日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社（信託口２）
東京都中央区晴海１丁目８番11号 337,400 0.97

日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社（信託口１）
東京都中央区晴海１丁目８番11号 334,000 0.96

計 － 22,495,352 64.85

（注）１．上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）　2,895,300株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）　　　1,276,400株

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口５）　452,700株

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口２）　337,400株

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口１）　334,000株

２．上記のほか、当社保有の自己株式が3,403,400株あります。
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（７）【議決権の状況】

①　【発行済株式】

平成30年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　 3,403,400
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　31,280,200 312,802 －

単元未満株式 普通株式　　　 4,400 － －

発行済株式総数 34,688,000 － －

総株主の議決権 － 312,802 －

 

 

②　【自己株式等】

平成30年３月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

ジャパンベストレスキュー

システム株式会社

名古屋市中区錦一丁目10

番20号
3,403,400 － 3,403,400 9.81

計 － 3,403,400 － 3,403,400 9.81

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成30年１月１日から平

成30年３月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成29年10月１日から平成30年３月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、普賢監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成29年９月30日)
当第２四半期連結会計期間

(平成30年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 6,356,732 6,070,992

受取手形及び売掛金 988,045 1,137,656

商品 86,066 75,596

貯蔵品 4,592 4,802

その他 897,968 976,214

貸倒引当金 △35,617 △26,055

流動資産合計 8,297,787 8,239,207

固定資産   

有形固定資産 169,350 165,259

無形固定資産   

のれん 215,490 181,576

その他 204,017 219,625

無形固定資産合計 419,508 401,201

投資その他の資産   

投資有価証券 3,460,291 3,881,704

破産更生債権等 1,387,719 1,383,230

その他 961,956 954,707

貸倒引当金 △1,475,919 △1,469,280

投資その他の資産合計 4,334,048 4,750,361

固定資産合計 4,922,906 5,316,822

資産合計 13,220,694 13,556,029

負債の部   

流動負債   

買掛金 504,423 534,961

短期借入金 45,000 －

1年内返済予定の長期借入金 628,168 －

未払法人税等 117,082 241,656

賞与引当金 2,443 2,629

会員引当金 209,359 184,266

支払備金 42,428 34,533

責任準備金 610,687 586,681

前受収益 1,286,167 1,494,283

その他 792,139 1,012,513

流動負債合計 4,237,900 4,091,523

固定負債   

資産除去債務 53,787 54,843

長期前受収益 3,304,612 3,525,678

その他 250,492 274,515

固定負債合計 3,608,892 3,855,037

負債合計 7,846,792 7,946,561
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成29年９月30日)
当第２四半期連結会計期間

(平成30年３月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 779,643 780,363

資本剰余金 3,627,029 3,627,749

利益剰余金 1,274,654 1,649,867

自己株式 △879,133 △1,046,176

株主資本合計 4,802,193 5,011,803

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 571,707 596,964

その他の包括利益累計額合計 571,707 596,964

新株予約権 － 700

純資産合計 5,373,901 5,609,467

負債純資産合計 13,220,694 13,556,029
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成28年10月１日
　至　平成29年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成29年10月１日
　至　平成30年３月31日)

売上高 6,213,459 5,907,605

売上原価 3,556,453 3,128,456

売上総利益 2,657,005 2,779,149

販売費及び一般管理費 ※ 2,277,540 ※ 2,127,384

営業利益 379,464 651,764

営業外収益   

受取利息 301 883

受取配当金 16,607 96,202

その他 9,101 7,432

営業外収益合計 26,010 104,517

営業外費用   

支払利息 1,920 1,306

保険業法第113条繰延資産償却費 964 －

投資事業組合運用損 1,011 15,423

自己株式取得費用 2,059 652

その他 157 8,478

営業外費用合計 6,114 25,861

経常利益 399,361 730,421

特別利益   

投資有価証券売却益 394,718 58,272

その他 410 5,290

特別利益合計 395,128 63,563

特別損失   

固定資産売却損 13,000 －

固定資産除却損 15,918 249

投資有価証券評価損 9,270 15,104

特別退職金 20,000 －

その他 － 0

特別損失合計 58,188 15,354

税金等調整前四半期純利益 736,300 778,630

法人税等 180,698 214,309

四半期純利益 555,602 564,320

親会社株主に帰属する四半期純利益 555,602 564,320
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成28年10月１日
　至　平成29年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成29年10月１日
　至　平成30年３月31日)

四半期純利益 555,602 564,320

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △151,114 25,256

その他の包括利益合計 △151,114 25,256

四半期包括利益 404,487 589,577

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 404,487 589,577

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成28年10月１日
　至　平成29年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成29年10月１日
　至　平成30年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 736,300 778,630

減価償却費 52,718 46,441

保険業法第113条繰延資産償却費 964 －

のれん償却額 18,914 33,914

貸倒引当金の増減額（△は減少） △359 △12,288

賞与引当金の増減額（△は減少） △16,913 186

会員引当金の増減額（△は減少） △44,275 △25,093

受取利息及び受取配当金 △16,908 △97,085

支払利息 1,920 1,306

固定資産売却損益（△は益） 13,000 －

固定資産除却損 15,918 249

投資有価証券売却損益（△は益） △394,718 △58,271

投資有価証券評価損益（△は益） 9,270 15,104

売上債権の増減額（△は増加） △265,942 △149,610

たな卸資産の増減額（△は増加） △4,277 10,259

前払費用の増減額（△は増加） 27,969 △71,663

未収入金の増減額（△は増加） △146,541 △114,923

差入保証金の増減額（△は増加） 6,317 1,646

仕入債務の増減額（△は減少） 136,891 30,537

未払金の増減額（△は減少） 114,467 146,766

前受収益の増減額（△は減少） 232,490 208,115

長期前受収益の増減額（△は減少） 243,762 221,066

その他 △111,951 120,765

小計 609,017 1,086,054

利息及び配当金の受取額 16,913 97,084

利息の支払額 △1,893 △1,198

法人税等の支払額 △227,383 △73,504

特別退職金の支払額 △19,577 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 377,077 1,108,435
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  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成28年10月１日
　至　平成29年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成29年10月１日
　至　平成30年３月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △1,800 －

定期預金の払戻による収入 100,000 －

有価証券の償還による収入 － 100,000

有形固定資産の取得による支出 △16,461 △4,833

有形固定資産の売却による収入 6,000 1,650

無形固定資産の取得による支出 △38,131 △108,042

投資有価証券の取得による支出 △501,056 △767,395

投資有価証券の売却による収入 333,213 413,858

貸付金の回収による収入 7,536 1,286

その他 632 5,290

投資活動によるキャッシュ・フロー △110,066 △358,185

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） － △45,000

長期借入金の返済による支出 △163,522 △628,168

自己株式の取得による支出 △592,481 △170,580

新株予約権の行使による株式の発行による収入 － 1,440

新株予約権の発行による収入 － 700

配当金の支払額 △170,980 △187,839

その他 △6,100 △6,542

財務活動によるキャッシュ・フロー △933,084 △1,035,990

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △666,073 △285,739

現金及び現金同等物の期首残高 7,498,422 6,356,732

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 6,832,349 ※ 6,070,992
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【注記事項】

（追加情報）

（連結損益計算書）

従来、駆けつけ事業においては、顧客から受領した代金を当社の売上高、加盟店・協力店に支払った作業代金

を売上原価に計上しておりましたが、加盟店・協力店との契約内容を改めたことに伴い、第１四半期連結会計期

間より紹介手数料を売上高に計上しております。

これにより、従来の方法に比べ当第２四半期連結累計期間において売上高及び売上原価はそれぞれ514,436千

円減少しておりますが、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益の影響はありません。

 

（四半期連結損益計算書関係）

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。
 

 
　前第２四半期連結累計期間

（自 平成28年10月１日
　　至 平成29年３月31日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 平成29年10月１日

　　至 平成30年３月31日）

広告宣伝費 188,893千円 196,125千円

給料及び手当 750,555 653,309

賞与引当金繰入額 2,705 186

貸倒引当金繰入額 3,881 2,543

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のと

おりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成28年10月１日
至 平成29年３月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成29年10月１日
至 平成30年３月31日）

現金及び預金勘定 6,850,049千円 6,070,992千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △17,700 －

現金及び現金同等物 6,832,349 6,070,992
 
 

EDINET提出書類

ジャパンベストレスキューシステム株式会社(E05509)

四半期報告書

17/23



（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成28年10月１日　至　平成29年３月31日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年12月21日

定時株主総会
普通株式 171,417 5 平成28年９月30日 平成28年12月22日 利益剰余金

（注）連結子会社が所有する自己株式（当社株式）にかかる配当金を控除しております。なお、控除前の金額

は172,386千円であります。

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間末後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年５月12日

取締役会
普通株式 96,326 3 平成29年３月31日 平成29年６月13日 利益剰余金

（注）連結子会社が所有する自己株式（当社株式）にかかる配当金を控除しております。なお、控除前の金額

は96,427千円であります。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

当社は、平成28年11月21日開催の取締役会決議に基づき、自己株式1,818,000株の取得を行い、自己株

式が499,972千円増加しております。また、平成28年12月９日開催の取締役会決議に基づき、自己株式

356,800株の取得を行い、自己株式が90,449千円増加しております。

この結果、当第２四半期連結会計期間末において自己株式が666,729千円となっております。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成29年10月１日　至　平成30年３月31日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年12月21日

定時株主総会
普通株式 189,108 6 平成29年９月30日 平成29年12月22日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間末後となるもの

（決議予定） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年５月11日

取締役会
普通株式 125,138 4 平成30年３月31日 平成30年６月12日 利益剰余金

 

３．株主資本の金額の著しい変動

当社は、平成29年12月21日開催の取締役会決議に基づき、自己株式236,400株の取得を行いました。こ

れを主な原因として、当第２四半期連結累計期間において、自己株式が167,042千円増加し、当第２四半

期連結会計期間末において自己株式が1,046,176千円となっております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成28年10月１日　至　平成29年３月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２

 駆けつけ 会 員
少額短期
保 険

リ ペ ア 計

売上高        

外部顧客への売上高 1,581,628 2,768,406 1,624,457 238,966 6,213,459 － 6,213,459

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ 894 43,337 － 44,231 △44,231 －

計 1,581,628 2,769,300 1,667,794 238,966 6,257,690 △44,231 6,213,459

セグメント利益
又は損失(△)

36,999 513,571 134,512 △90,313 594,770 △215,305 379,464

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△215,305千円には、セグメント間取引消去5,042千円、各報告セグメ

ントに配分していない全社費用△220,347千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属し

ない一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成29年10月１日　至　平成30年３月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２

 駆けつけ 会 員
少額短期
保 険

リ ペ ア 計

売上高        

外部顧客への売上高 895,303 3,038,488 1,741,555 232,258 5,907,605 － 5,907,605

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ 1,119 32,152 － 33,271 △33,271 －

計 895,303 3,039,607 1,773,708 232,258 5,940,877 △33,271 5,907,605

セグメント利益
又は損失(△)

74,119 671,722 163,469 △26,254 883,055 △231,290 651,764

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△231,290千円には、セグメント間取引消去2,962千円、各報告セグメ

ントに配分していない全社費用△234,253千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属し

ない一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

（報告セグメントの区分方法の変更）

第１四半期連結会計期間より、管理体制の強化を目的とした会社組織の変更に伴い、報告セグメントを

従来の「コールセンター事業」、「会員事業」、「企業提携事業」、「加盟店事業」、「少額短期保険事

業」及び「リペア事業」の６区分から、「駆けつけ事業」、「会員事業」、「少額短期保険事業」及び

「リペア事業」の４区分に変更しております。

また、報告セグメントごとの業績をより適切に反映させるため、全社費用の配賦基準を見直し、事業セ

グメントの利益又は損失(△)の算定方法の変更を行っております。

なお、前第２四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後の報告セグメントの区分及び配賦基準に

基づき作成したものを開示しております。

（売上計上方法の変更）

駆けつけ事業において、第１四半期連結会計期間より売上高及び売上原価の計上方法を変更しておりま

す。詳細は、「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項（追加情報）」の記載のとおりで

あります。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成28年10月１日
至　平成29年３月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成29年10月１日
至　平成30年３月31日）

(１）１株当たり四半期純利益金額 16円82銭 17円97銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
555,602 564,320

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半

期純利益金額（千円）
555,602 564,320

普通株式の期中平均株式数（株） 33,041,411 31,408,378

(２）潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
－ 17円94銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（千円）
－ －

普通株式増加数（株） － 41,158

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が

あったものの概要

－ －

（注）前第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している潜

在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

ジャパンベストレスキューシステム株式会社(E05509)

四半期報告書

20/23



２【その他】

(配当)

平成30年５月11日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議しました。

(1) 配当金の総額………………………………………125,138千円

(2) １株当たりの金額…………………………………４円

(3) 支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成30年６月12日

（注）平成30年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。

 

(重要な訴訟事件等)

当社は、当社の子会社であった株式会社バイノスに対し、金銭消費貸借契約に基づき金銭の貸付を行っており

ましたが、同社が平成28年１月19日に福島地方裁判所郡山支部より破産手続開始決定を受けたことから、その連

帯保証人である同社の元代表取締役湯川恭啓氏を被告として、保証債務の履行を求める民事訴訟を、名古屋地方

裁判所に提起し、提出日現在係争中であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 
 

  平成30年５月10日

ジャパンベストレスキューシステム株式会社   

 

 取締役会　御中  
 
 

 普 賢 監 査 法 人 

 

 
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 佐藤　功一　　印

 

 
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 佐賀　晃二　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているジャパンベスト

レスキューシステム株式会社の平成29年10月１日から平成30年９月30日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

（平成30年１月１日から平成30年３月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成29年10月１日から平成30年３月31日

まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算

書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ジャパンベストレスキューシステム株式会社及び連結子会社の平成30

年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状

況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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